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研究成果の概要（和文）：土木系線状施設の地震時システムリスク解析手法を確立するため３つのstepにて実施した。
1:施設群の損傷確率理論とシステム信頼性理論に基づき解析手法を構築した。複数震源モデル，距離減衰/地盤増幅、
脆弱性評価を支援技術とし、地震イベントリスク曲線、復旧曲線、ボトルネック指数、NELとPMLを算出する。2:事例解
析として大学キャンパス内の上水道施設、連結路を含む東名新東名高速道路、東海道新幹線について実施した。3:地震
ハザードや地震リスク指標をGIS上にパノラマ表示するものとして都市鉄道沿い主要駅地点の地表面最大加速度、震源
の3次元構造の動画、線状施設沿の主要施設のボトルネック指標の表示を試みた。

研究成果の概要（英文）： The present research was carried out by three Steps. In Step1, the procedure for 
system risk analysis has been formulated by combining damage probability theory and system reliability the
ory. The proposed system risk analysis provides essential risk outcomes such as seismic event risk curves 
of system, operation outage time diagram, bottleneck index of each component, and risk indices as NEL and 
PML. As Step2, three numerical simulations were conducted; the water-supply facility with sixteen branchin
g pipes, Tomei & new Tomei expressways including connecting road, and Tokaido Shinkansen system connected 
by seventeen sub-facilities. Step3 deals with GIS-based panoramic visualization of system risk.  
 The importance and usefullness of seismic risk curves and PML evaluation considered as the quantitative i
nformation can be highlighted from the viewpoints of earthquake disaster mitigation and decision-making fo
r asset management.
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様 式

１．研究開始当初の背景

・巨大都市災害が警鐘され、災害リスクは認

知されてい

れない。

・阪神大震災

施され、

木系各種構造物は異なる示方書に基づくも

ので、耐震補強と耐震性能のレベルはバラバ

ラである。

・欧米では地震リスクマネジメント先進国と

して多くの研究が進み、世界を先導している。

・建築建屋の物的損失に関するリスクマネジ

メントは

用または線状施設への拡張は見られない。

 
２．研究の目的

土木系線状施設（道路，鉄道，水道施設）

を対象とし、研究目的を以下に設定する。

(1)信頼性理論とシステム理論に立脚した地

震時システムリスクの解析理論を構築す

る。リスク値として機能停止期間を考える。

(2)具体的な線状施設に適用し，システムの機

能停止期間，復旧曲線，ボトルネック指数，

リスク曲線を合理的に算出する．

(3)GIS

者，利用者，事業体への分かりやすいリス

ク情報の共有を試みる。

 
３．研

・Step1

の開発：

とシステム信頼性理論に基づく機能停止

理論）および関連理論（複数震源モデルに

よる地震動評価，

性評価

セル機能によりプログラムを作成した。

・Step2

系施設

となる線状施設が多く

水処理場など

実施し、

・Step
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に要する日数、縦軸：本来の機能を 1.0とし

た復旧率となる）。一方、地震被害の発生や

復旧期間は不確実性を伴い、確率論的アプロ

ーチを採る必要がある。この場合、図 2の点

線で示すように、様々な復旧プロセスが予想

でき、この中の一つが実現することになる。

しかし、実現する復旧曲線を特定することは

できないので、平均的な曲線を求め、これを

復旧曲線と考える。さらに、平均的な復旧曲

線は、図中太線のように二つを定義すること

ができ、T曲線および D曲線と呼ぶ。 

 

 

・D 曲線：機能復旧率（機能低下率）を確率

変数として、縦軸に分布する曲線群の平均値

を復旧日数に対して結んだ曲線。 

・T 曲線：復旧日数を確率変数として、横軸

に分布する曲線群の平均値を機能復旧率（機

能低下率）に対して結んだ曲線。 

両曲線は，機能復旧率 rを条件とした復旧

期間 tの超過確率関数 GT(t│r)を用いて，それ

ぞれ以下の式で示される。 

曲線： ＝

.

   

曲線： ＝     

 

一方、コンポーネントの数が多く、多機能

となると GT(t│r)を求めることは困難となる

ので、複数機能を有するシステムを想起し、

これを機能ごとに L個の直列システムに分解

して、各直列システムの機能を全体機能 1.0

とした機能比率 rk(k＝1～L)で表す（rkは交通

量などで，入力条件として与えられる）。 

次に、各直列システムの復旧期間の非超過

確率 FT(t)を求め、これを超過確率 GT(t│rk)に

変換すると、D曲線は以下のように書き換え

られる。 

 
	

    

 

さらに、T曲線については、機能ごとに分

解された L個の直列システムの復旧期間の期

待値を小さい順に、機能復旧率に対し結んだ

曲線を TL曲線と呼び、以下の式で表す。 

  

 

さらに、RTE（Recovery Time Expectancy）

を、システムとしての復旧期間の代表値とし

て定義する。RTEは下式に示すように各機能

の復旧期間の期待値に、その機能比率を乗じ

ることにより求める。 

        

 

② ボトルネック指標 

線状施設には、脆弱性や復旧日数などの観

点でボトルネック(弱点)となる部分が存在し、

その指標としてボトルネック指標を定義す

る。ボトルネック指標は施設全体機能に対す

る影響度(全体に占めるラインの比率)、脆弱

性(フラジリティ、機能損傷確率など)、復旧

日数の合積で表し、下式にて定義する。 

・       

 

ここで、j：ユニット、n：システム中にお

けるユニットの総数、ej：システム全体への

影響度である。E(Tj)は地震発生を条件とした

各コンポーネントの停止期間の期待値を表

したもので、下式より得られる。 
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